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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電気エネルギーを消費する負荷装置と電気エネルギーを生成する発電装置と電気エネル
ギーの充放電を行う蓄電装置とを含んでいる第１の電力網における電力潮流を制御する電
力潮流制御システムであって、
　前記発電装置は太陽電池を含み、
　前記第１の電力網は、少なくとも前記負荷装置と前記発電装置とを備える第１の需要家
と、少なくとも前記負荷装置と前記蓄電装置とを備える第２の需要家とをそれぞれ複数含
む需要家群に共用され、かつ発電所からの電力を前記第１の電力網に送電する第２の電力
網が接続されており、
　前記負荷装置が消費する電力と前記発電装置が発電する電力と前記蓄電装置が備える蓄
電池の残容量とを単位期間ごとに計測する計測装置と、
　前記計測装置から取得した電力を用いて所定の制約条件を満足させるように前記需要家
群において前記蓄電装置の充放電のタイミングを指示する管理装置とを備え、
　前記管理装置は、
　所定の期間において予測される日照量および前記計測装置から取得した過去の実績を用
いることにより、前記所定の期間において前記負荷装置が消費する電力量と前記発電装置
が発電する電力量と前記蓄電池の残容量とを前記単位期間ごとに予測する機能と、
　予測結果を用いて前記制約条件を満足させるように前記蓄電装置の充放電のタイミング
に関するスケジュールを生成する機能とを有し、
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　さらに、前記管理装置は、前記蓄電池が満充電に達することが予測される日の前日にの
み、当該蓄電池を備える前記蓄電装置からの放電を許可する
　ことを特徴とする電力潮流制御システム。
【請求項２】
　前記制約条件は、前記第１の電力網と前記第２の電力網との間の電力潮流の日々の変動
を許容範囲内に収めることと、前記第２の電力網から前記第１の電力網に流入する電力量
の変動を抑制することと、前記第１の電力網から前記第２の電力網への逆潮流が禁止され
ることとから選択される
　ことを特徴とする請求項１記載の電力潮流制御システム。
【請求項３】
　前記第１の電力網と前記第２の電力網との結節点における電力潮流を監視するセンサを
備え、
　前記管理装置は、前記センサの出力と前記予測結果との予測誤差があらかじめ定めた基
準値を超えた場合に、前記スケジュールを変更する
　ことを特徴とする請求項２記載の電力潮流制御システム。
【請求項４】
　前記蓄電装置から放電する電力量の総量は、前記発電装置を備える前記需要家から前記
第１の電力網に流出する電力量の総量を上限とする
　ことを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の電力潮流制御システム。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の電力潮流制御システムに用いる管理装置。
【請求項６】
　コンピュータを、請求項５記載の管理装置として機能させるプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電力網の潮流を制御する電力潮流制御システム、この電力潮流制御システム
に用いられる管理装置、コンピュータを管理装置として機能させるプログラムに関するも
のである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、太陽電池と交流負荷を備える発電負荷ユニットと、共通蓄電池を備える制御
センタとが商用電源（の電力網）に接続されたシステムが提案されている（たとえば、特
許文献１参照）。特許文献１に記載されたシステムは、太陽電池の発電電力に余剰がある
発電負荷ユニットから共通蓄電池に蓄電させ、太陽電池の発電電力が不足する発電負荷ユ
ニットに共通蓄電池から電力を供給する構成を採用している。
【０００３】
　この構成により、負荷の増大、天候不良などによって一部の発電負荷ユニットにおいて
電力不足となったときに、他の発電負荷ユニットの余剰電力が共通蓄電池を介して発電電
力不足の発電負荷ユニットに補充されるという効果が得られている。また、特許文献１に
は、上記構成を採用することにより、商用電源から供給される電力量が低減されることが
記載されている。
【０００４】
　なお、特許文献１には、従来技術として、太陽電池と蓄電池と負荷とからなる太陽光発
電電力供給システムを需要家（需要者）ごとに設けた場合に、需要家ごとに高価な蓄電池
や制御装置が必要になるから、経済的ではないという問題が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００２－２３３０７７号公報



(3) JP 6145670 B2 2017.6.14

10

20

30

40

50

【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１に記載された構成は、複数の発電負荷ユニットで１個の共通蓄電池を共用し
ている。仮に、複数の需要家が存在する地域において需要家ごとに発電負荷ユニットが設
けられるとすれば、当該地域の需要家の間で電力が融通されることになり、地域全体とし
てみれば商用電源から供給される電力量が抑制されることになる。
【０００７】
　しかしながら、発電負荷ユニットの余剰電力の合計が最大になるときに備えて共通蓄電
池を設けるとすれば、共通蓄電池が大容量になる。大容量の共通蓄電池は製造に困難を伴
うから、需要家数が増加すると、非常に高価な共通蓄電池が必要になる。また、大容量の
共通蓄電池を構成するには、蓄電池パック、蓄電池ユニット、蓄電池モジュールなどの呼
称で提供されている多数個の蓄電池が必要になるから、共通蓄電池に専用の設置場所を確
保することが必要になる。
【０００８】
　特許文献１に記載された従来技術は、蓄電池が需要家ごとに分散して設けられているか
ら、共通蓄電池のように専用の設置場所を設ける必要がなく、個々の蓄電池を設置する場
所の確保は容易である。そのため、蓄電池の費用に設置場所の確保に要する費用も含める
と、需要家ごとに蓄電池を設ける場合と比較して共通蓄電池を設置する場合のほうが低コ
ストになるとは言えない。
【０００９】
　しかしながら、この構成では個々の需要家の電力の需給に応じて蓄電池を利用している
だけであるから、複数の需要家が存在する地域全体で商用電源から供給される電力量を抑
制するには至らない。
【００１０】
　また、電力の需要量に対する供給量の余裕が少なくなると、発電電力の出力調整が容易
である石油火力やガス火力による火力発電所であっても出力電力の弾力性（調整能力）が
乏しくなるから、発電所から見た電力需要の変動は低減させることが望ましい。しかしな
がら、個々の需要家が蓄電池を使用する目的は、需要家ごとの購入電力を低減させること
や余剰電力の売電による収入を増加させることである。したがって、個々の需要家が蓄電
池の充放電を制御しているだけでは、発電所から見た電力需要の変動を低減させることは
困難である。
【００１１】
　本発明は、複数の需要家が存在する地域全体で、共通蓄電池を設けることなく電力需要
の変動を抑制することを可能にした電力潮流制御システムを提供することを目的とし、さ
らに、この電力潮流制御システムに用いられる管理装置、コンピュータを管理装置として
機能させるプログラムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明に係る電力潮流制御システムは、電気エネルギーを消費する負荷装置と電気エネ
ルギーを生成する発電装置と電気エネルギーの充放電を行う蓄電装置とを含んでいる第１
の電力網における電力潮流を制御する電力潮流制御システムであって、前記発電装置は太
陽電池を含み、前記第１の電力網は、少なくとも前記負荷装置と前記発電装置とを備える
第１の需要家と、少なくとも前記負荷装置と前記蓄電装置とを備える第２の需要家とをそ
れぞれ複数含む需要家群に共用され、かつ発電所からの電力を前記第１の電力網に送電す
る第２の電力網が接続されており、前記負荷装置が消費する電力と前記発電装置が発電す
る電力と前記蓄電装置が備える蓄電池の残容量とを単位期間ごとに計測する計測装置と、
前記計測装置から取得した電力を用いて所定の制約条件を満足させるように前記需要家群
において前記蓄電装置の充放電のタイミングを指示する管理装置とを備え、前記管理装置
は、所定の期間において予測される日照量および前記計測装置から取得した過去の実績を
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用いることにより、前記所定の期間において前記負荷装置が消費する電力量と前記発電装
置が発電する電力量と前記蓄電池の残容量とを前記単位期間ごとに予測する機能と、予測
結果を用いて前記制約条件を満足させるように前記蓄電装置の充放電のタイミングに関す
るスケジュールを生成する機能とを有し、さらに、前記管理装置は、前記蓄電池が満充電
に達することが予測される日の前日にのみ、当該蓄電池を備える前記蓄電装置からの放電
を許可することを特徴とする。
【００１３】
　この電力潮流制御システムにおいて、前記制約条件は、前記第１の電力網と前記第２の
電力網との間の電力潮流の日々の変動を許容範囲内に収めることと、前記第２の電力網か
ら前記第１の電力網に流入する電力量の変動を抑制することと、前記第１の電力網から前
記第２の電力網への逆潮流が禁止されることとから選択されることが好ましい。
【００１５】
　この電力潮流制御システムにおいて、前記第１の電力網と前記第２の電力網との結節点
における電力潮流を監視するセンサを備え、前記管理装置は、前記センサの出力と前記予
測結果との予測誤差があらかじめ定めた基準値を超えた場合に、前記スケジュールを変更
することがさらに好ましい。
【００１７】
　この電力潮流制御システムにおいて、前記蓄電装置から放電する電力量の総量は、前記
発電装置を備える前記需要家から前記第１の電力網に流出する電力量の総量を上限とする
ことが好ましい。
【００１８】
　また、上述した電力潮流制御システムに用いられる管理装置が提供され、さらに、コン
ピュータを上述した管理装置として機能させるプログラムが提供される。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明の構成によれば、複数の需要家が存在する地域に存在する複数の発電装置と蓄電
装置との動作を組み合わせているから、共通蓄電池を設けることなく電力需要の変動を抑
制することが可能になるという利点を有する。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】実施形態を示すブロック図である。
【図２】同上における需要家の接続例を示す図である。
【図３】同上の比較例の動作を示す図である。
【図４】同上の動作例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　本実施形態は、図２に示すように、複数の需要家２０からなる需要家群が存在する地域
において需要家群に共用される第１の電力網Ｌ１と、電気事業者からの供給電力を第１の
電力網Ｌ１まで送電する第２の電力網Ｌ２とを備える。第１の電力網Ｌ１は低圧配電線路
を想定し、第２の電力網Ｌ２は高圧配電線路を想定している。ただし、需要家２０が集合
住宅の各住戸やテナントビルの各テナントであるときには、第１の電力網Ｌ１が高圧配電
線路を含む場合もある。
【００２２】
　以下に説明する構成では、第１の電力網Ｌ１における電力潮流を制御することにより、
第１の電力網Ｌ１から第２の電力網Ｌ２への逆潮流を防止する場合を例として説明する。
ただし、第１の電力網Ｌ１から第２の電力網Ｌ２への逆潮流が許容されるように条件を設
定して電力潮流を制御することも可能である。
【００２３】
　第１の電力網Ｌ１に接続される地域内の需要家２０は、電気エネルギーの消費、生成、
蓄積の３機能のうち少なくとも電気エネルギーを消費する機能を有している。また、地域
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内の需要家２０には、電気エネルギーを生成する機能を有する需要家２０と、電気エネル
ギーを蓄積する機能を有する需要家２０とが複数ずつ含まれる。さらに、需要家２０は、
電気エネルギーを生成する機能と蓄積する機能との両方を有していてもよい。
【００２４】
　電気エネルギーの消費は負荷装置３１が行い、電気エネルギーの生成は発電装置３２が
行う（図１参照）。また、以下では、発電装置３２が太陽電池３２１とパワーコンディシ
ョナ３２２とを備えた太陽光発電装置である場合について説明する。ただし、発電装置３
２は、風力発電装置、水力発電装置のような再生可能エネルギーを利用した発電装置、マ
イクロガスタービンを用いたガス発電装置、燃料電池などを単独あるいは組み合わせて用
いてもよい。
【００２５】
　電気エネルギーを蓄積する機能は、電気エネルギーとして利用可能に蓄積する場合と、
電気エネルギーを熱エネルギーに変えて蓄積する場合とがある。前者は、電気エネルギー
を利用する時間帯の変更を可能にする機能であり、需要家２０に設置された蓄電装置３３
（図１参照）を利用するほか、電気自動車のような電動車両に搭載された蓄電池を利用す
る場合がある。また、電動車両の蓄電池は、電動車両の走行に利用する場合と、蓄電装置
３３の代わりに利用する場合とがある。電気エネルギーを熱エネルギーに変えて蓄積する
機能は、余剰の電気エネルギーが利用されずに廃棄されるのを防止する機能であって、ヒ
ートポンプ式の給湯機（図示せず）が利用される。蓄電装置３３は、蓄電池３３１を備え
、パワーコンディショナ３２２を太陽電池３２１と共用している。蓄電池３３１の残容量
は計測装置２２が単位期間ごとに計測する。
【００２６】
　図２には、負荷装置３１だけを備える需要家２００、負荷装置３１と発電装置３２とを
備える需要家２０１、負荷装置３１と蓄電装置３３とを備える需要家２０２、負荷装置３
１と発電装置３２と蓄電装置３３とを備える需要家２０３を記載している。図２では給湯
機については考慮しない。また、上述したように、第１の電力網Ｌ１には需要家２０１と
需要家２０２とが複数ずつ接続されており、需要家２０３は需要家２０１と需要家２０２
との両方の機能を備えていることになる。
【００２７】
　蓄電装置３３は、発電装置３２と組み合わせて用いられることが多いから、蓄電装置３
３の容量は、発電装置３２が発電していない夜間の電力を充足できる程度に設定される。
たとえば、一般的な住宅用であれば、発電装置３２の発電容量は、たとえば３～４ｋＷ程
度であり、蓄電装置３３の蓄電容量は、たとえば９～１５ｋＷｈ程度になる。ただし、蓄
電装置３３は、発電装置３２の余剰電力を蓄電するだけではなく、電気料金の単価が低い
時間帯において購入した電力を蓄電する場合もある。
【００２８】
　以下では、需要家２０の機能を区別する場合には符号２００～２０３を用い、機能を区
別しない場合には符号２０を用いる。
【００２９】
　本実施形態の目的を達成するためには、第１の電力網Ｌ１に接続される需要家２０が多
いほうがよいが、需要家２０の数は第１の電力網Ｌ１の電力容量による制約を受ける。ま
た、第１の電力網Ｌ１に接続される需要家２０が増加すると、目的を達成するための計算
量が増加し、また計算するための情報量が増加するから、実用的な範囲で需要家２０の数
が定められる。これらの要求から、第１の電力網Ｌ１に接続される需要家２０の数は、た
とえば、５～１００程度になるが、とくに５～１５程度が望ましい。また、発電装置３２
を備える需要家２０１と蓄電装置３３を備える需要家２０２とは、それぞれ全体の２～５
割程度存在していることが望ましい。
【００３０】
　図１には、負荷装置３１と発電装置３２と蓄電装置３３とを備える需要家２０３を典型
例として示している。負荷装置３１のみの需要家２００と、負荷装置３１および発電装置
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３２を備える需要家２０１と、負荷装置３１および蓄電装置３３を備える需要家２０２と
は図１には示していない。発電装置３２を備える需要家２０１と蓄電装置３３を備える需
要家２０２とを組み合わることにより、発電装置３２と蓄電装置３３とを備える需要家２
０３と類似した動作が可能になる。
【００３１】
　需要家２０は、第１の電力網Ｌ１に接続された分電盤２１を備え、分電盤２１で受電し
た電力が負荷装置３１に分配される。発電装置３２は、太陽電池３２１およびパワーコン
ディショナ３２２を備える。図示例のパワーコンディショナ３２２は、蓄電池３３１の充
放電にも用いられている。すなわち、パワーコンディショナ３２２は、太陽電池３２１か
ら出力される直流電力を交流電力に変換する機能と、蓄電池３３１から出力される直流電
力を交流電力に変換する機能とを備える。さらに、パワーコンディショナ３２２は、第１
の電力網Ｌ１からパワーコンディショナ３２２に入力される交流電力を直流電力に変換し
て蓄電池３３１を充電する機能も備える。つまり、パワーコンディショナ３２２は、蓄電
池３３１に対しては充放電を行う双方向コンバータとして機能する。
【００３２】
　需要家２０は、需要家２０における配電網と第１の電力網Ｌ１との間で出入する電力と
、負荷装置３１が消費する電力と、発電装置３２が発電する電力と、蓄電装置３３の充放
電の電力とを計測する計測装置２２を備える。計測装置２２は需要家２０ごとに設けられ
たＨＥＭＳ（Home Energy Management System）コントローラ（以下、「制御装置」とい
う）２３と通信可能であって、制御装置２３は計測装置２２から計測値を単位期間ごとに
定期的に取得する。制御装置２３が計測装置２２から計測値を取得する周期は１～３０分
程度で適宜に設定される。制御装置２３は、第１の電力網Ｌ１の電力潮流を管理する管理
装置１０と通信網ＮＴを介して通信可能になっている。管理装置１０はコンピュータサー
バであって、制御装置２３は管理装置１０に対してクライアントとして機能する。すなわ
ち、管理装置１０は、コンピュータであって、以下に説明する機能を実現するプログラム
を実行する。
【００３３】
　制御装置２３は、計測装置２２から計測値を取得する通信インターフェイス部（以下、
「通信Ｉ／Ｆ部」という）２３１と、管理装置１０との間で通信する通信Ｉ／Ｆ部２３２
とを備える。また、制御装置２３は、負荷装置３１と発電装置３２と蓄電装置３３とのう
ちの少なくとも蓄電装置３３との間で通信する通信Ｉ／Ｆ部２３３を備える。
【００３４】
　制御装置２３は、計測装置２２から通信Ｉ／Ｆ部２３１を通して計測値を取得すると、
通信Ｉ／Ｆ部２３２を通してこの計測値を管理装置１０に転送する。また、制御装置２３
は、管理装置１０から通信Ｉ／Ｆ部２３２を通して指示を受け取ると、通信Ｉ／Ｆ部２３
３を通してこの指示を蓄電装置３３に転送する。したがって、蓄電装置３３は、管理装置
１０からの指示を受けて充電および放電の制御を行う。さらに、制御装置２３は、通信Ｉ
／Ｆ部２３１～２３３の送受信を制御する処理部２３０を備える。この制御装置２３は、
プログラムに従って動作するマイコンのようなデバイスを主なハードウェア要素として備
える。
【００３５】
　管理装置１０は、制御装置２３と通信する通信Ｉ／Ｆ部１０１と、インターネットのよ
うな広域網を通して気象情報を取得する通信Ｉ／Ｆ部１０２とを備える。また、管理装置
１０は、需要家２０から取得した計測値を用いて、需要家２０ごとの蓄電装置３３に対す
る充放電のスケジュールを作成する計画部１１と、計画部１１が作成したスケジュールに
従って需要家２０ごとに指示を与える指示部１２とを備える。計画部１１は、たとえば、
第１の電力網Ｌ１から第２の電力網Ｌ２への逆潮流を禁止するという制約条件の下で、充
放電のスケジュールを作成する。計画部１１は、第１の電力網Ｌ１と第２の電力網Ｌ２と
の間の電力潮流の日々の変動を所定の許容範囲に収めるという制約条件、第２の電力網Ｌ
２から第１の電力網Ｌ１に流入する電力量の変動を抑制するという制約条件など、適宜の
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制約条件の設定が可能である。制約条件は、電力量に着目する以外に、買電あるいは売電
の際の金額に着目することによって設定することも可能である。
【００３６】
　第１の電力網Ｌ１と第２の電力網Ｌ２との間の電力潮流の約１ヶ月間（１０月中旬から
１１月上旬）における日々の変化の例を図３に示す。図３における横軸は１日の時間経過
を表し、縦軸は第１の電力網Ｌ１と第２の電力網Ｌ２との結節点Ｐに流れた単位期間当た
りの電力量を表している。縦軸の中央は電力量が０である状態を表し、符号が負である期
間は第１の電力網Ｌ１から第２の電力網Ｌ２への逆潮流を表している。すなわち、おおむ
ね８時から１６時３０分の間は、逆潮流が生じていることがわかる。
【００３７】
　ここで、計画部１１において、第１の電力網Ｌ１と第２の電力網Ｌ２との間の電力潮流
の日々の変動を所定の許容範囲に収めるという制約条件を課すことにより、図４に示すよ
うに、日中の電力量の変動を大幅に低減させることが可能である。
【００３８】
　このような制約条件を満足させるために、管理装置１０の計画部１１は、負荷装置３１
が消費する電力量と、発電装置３２が発電する電力量と、蓄電装置３３の充電および放電
の電力量とに着目する。電力量は単位期間（たとえば、電力量を取得する時間間隔）につ
いて求められる。
【００３９】
　いま、需要家２０１において発電装置３２が発電する電力量が負荷装置３１で消費する
電力量を上回って余剰が生じた場合、余剰分は第１の電力網Ｌ１に流出される。一方、需
要家２００において負荷装置３１を動作させると、需要家２０１から流出した電力は第１
の電力網Ｌ１を通して需要家２００に流入し、需要家２００において負荷装置３１で使用
される。また、需要家２０２において蓄電装置３３の充電が可能であれば、需要家２０１
から流出した電力は第１の電力網Ｌ１を通して需要家２０２に流入させ、需要家２０２に
おいて蓄電装置３３の充電に使用することが可能である。
【００４０】
　需要家２０１において発電装置３２が発電する電力量が負荷装置３１で消費する電力量
を下回って不足が生じた場合、負荷装置３１を運転するには第１の電力網Ｌ１から電力を
流入させることが必要である。この電力は、需要家２０２の蓄電装置３３に蓄電されてい
れば、蓄電装置３３から第１の電力網Ｌ１を通して需要家２０１に電力を流入させ、負荷
装置３１の運転に使用することが可能である。また、需要家２０２における蓄電装置３３
の残容量が需要家２０１における負荷装置３１の運転には不足する場合は、第２の電力網
Ｌ２を通して電力を購入することになる。
【００４１】
　上述した動作は一例であるが、基本的な動作は次の２種類の動作の組合せになる。すな
わち、第１の動作は、蓄電装置３３を備える需要家２０２（需要家２０３）において、発
電装置３２を備える需要家２０１（需要家２０３）で生じた余剰の電力を蓄電する動作で
ある。また、第２の動作は、需要家２０において第１の電力網Ｌ１から電力を流入させる
ことが必要になったときに、需要家２０２（需要家２０３）の蓄電装置３３から可能な範
囲で電力を供給する動作である。
【００４２】
　ところで、上述した動作例では、計画部１１は、需要家２０から取得した単位期間の電
力量に基づいて次の単位期間の動作を決めている。このような動作を行うには、計測装置
２２の計測結果に対して管理装置１０が即時に次の単位期間の動作を決定することが必要
であり、しかも、制御対象である蓄電装置３３に高い応答性が要求される。
【００４３】
　これに対して、所定の期間（１～２週間程度の期間）について、需要家２０ごとに消費
される電力量および発電する電力量を予測すれば、管理装置１０は、蓄電装置３３による
充放電の計画をあらかじめ作成しておくことが可能になる。この場合、管理装置１０が時
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々刻々と制御内容を決める場合に比較すると、管理装置１０の単位時間当たりの処理負荷
が軽減され、また蓄電装置３３の制御も適正化しやすくなる。ただし、この動作を行うと
、予測誤差が生じることがあるから、管理装置１０は、予測誤差があらかじめ定めた基準
値を超えた場合には、あらかじめ作成されている制御内容を変更することが望ましい。
【００４４】
　上述したように、１～２週間程度の期間について計画をあらかじめ作成するには、需要
家２０における電力量の変化を予測する必要があり、また、発電装置３２に太陽電池３２
１を用いているから日照量を予測する必要がある。そのため、管理装置１０は、需要家２
０の制御装置２３を通して収集した需要家２０ごとの電力量の変化の実績を蓄積する機能
と、通信Ｉ／Ｆ部１０２を通して天気予報（日照量の時間変化）を取得する機能とを有す
る。計画部１１は、これらの情報を用いることにより、以後の１～２週間程度の期間につ
いて、負荷装置３１が消費する電力量と発電装置３２が発電する電力量とを単位期間ごと
に予測する。さらに、計画部１１は、予測結果を用いて蓄電装置３３の充電と放電とのタ
イミングに関するスケジュールを生成する。
【００４５】
　予測のための演算には、たとえば線形計画法を用いることが考えられる。すなわち、計
画部１１は、需要家２０ごとの電力量の変化の実績に基づいて、需要家２０ごとに、消費
する電力量と発電する電力量と蓄電池３３１の残容量とについて単位期間ごとの線形予測
式を求める。さらに、計画部１１は、求めた線形予測式の組合せから、上述した適宜の制
約条件を満足するように蓄電装置３３の充放電のタイミングを計画する。なお、制約条件
は適宜のコスト関数を用いて表される。
【００４６】
　たとえば、第１の電力網Ｌ１と第２の電力網Ｌ２との結節点Ｐにおける日々の電力潮流
の変動を所定の許容範囲内に収めるという制約条件を課している場合、許容範囲を表すた
めのコスト関数が必要になる。
【００４７】
　また、結節点Ｐにおいて第２の電力網Ｌ２から第１の電力網Ｌ１に流入する電力量を最
小化するようにコスト関数が定められる。このようなコスト関数を用いて制約条件を設定
すれば、発電所の発電量を計画的に制御することが可能になり、火力発電所の発電量の弾
力性が乏しい場合でも第１の電力網Ｌ１の電力変動に対応することが可能になる。
【００４８】
　あるいはまた、第１の電力網Ｌ１と第２の電力網Ｌ２との結節点Ｐにおいて第２の電力
網Ｌ２に対する逆潮流を防止するようにコスト関数を設定することも可能である。逆潮流
を防止するという制約条件を与えると、電力網への逆潮流が禁止されている場合でも、需
要家２０の間で電力を融通し合うことが可能になる。この場合、第１の電力網Ｌ１を共用
している複数の需要家２０において、電力の授受を計測しておくことにより、地域内での
電力の売買を取り決めることも可能である。
【００４９】
　なお、上述のように需要家２０に設けられた蓄電装置３３の充放電のタイミングを計画
する際には、需要家２０の間の送電や蓄電装置３３の充放電に伴う電力の損失分を加味し
ておく必要がある。また、上述した制約条件は、いずれも第１の電力網Ｌ１と第２の電力
網Ｌ２との結節点Ｐにおける電力潮流に関して設定されているから、結節点Ｐにおける電
力潮流を監視するセンサ（図示せず）を設けておき、センサの出力を用いて予測誤差を検
出することが望ましい。
【００５０】
　ところで、蓄電池３３１に残容量があるとしても放電することにより、後の需要を満足
できなくなる可能性がある。そのため、管理装置１０は、蓄電池３３１が満充電に達する
ことが予測される日の前日にのみ、蓄電池３３１を備える蓄電装置３３からの放電を許可
することが望ましい。この動作により、蓄電池３３１から放電しても翌日には蓄電池３３
１の残容量を回復可能と予測されているから、蓄電装置３３から放電される電力量により
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１を共用している需要家群における蓄電装置３３から放電する電力量の総量は、発電装置
３２を備える需要家２０１から第１の電力網Ｌ１に流出する電力量の総量を上限とするこ
とが望ましい。
【００５１】
　複数の制約条件は適宜に切り替えてもよい。たとえば、常時は、二酸化炭素の排出量を
削減するために第２の電力網Ｌ２からの電力潮流を低減させるように制約条件を設定し、
第２の電力網Ｌ２からの電力の供給能力が低下する期間は、第２の電力網Ｌ２への逆潮流
を増加させるように制約条件を設定してもよい。
【００５２】
　上述した構成例では、需要家２０に設けられる装置として、負荷装置３１と発電装置３
２と蓄電装置３３とを例示したが、電動車両に搭載された蓄電池の充放電を需要家２０に
おいて行う場合には、電動車両も需要家２０に設けられる装置に含める必要がある。電動
車両の蓄電池を利用する場合、電動車両が接続されている期間を予測することが必要であ
る。
【００５３】
　電動車両に搭載された蓄電池の充電のみを行う場合、蓄電装置３３の充電と同様に電力
の余剰分の吸収に用いることが可能であるが、蓄電装置３３とは異なり他の需要家２０に
電力を融通するためには用いることができない。電動車両に搭載された蓄電池の充電と放
電とを行う場合、蓄電装置３３と同様に扱うことが可能であるが、残容量については電動
車両の走行を考慮して計算することになる。
【００５４】
　また、電動車両の蓄電池の充電のみを行う場合と同様に、電力の余剰分の吸収のみを目
的とする場合は、ヒートポンプ式の給湯機を用いることが望ましい。第１の電力網Ｌ１を
共用している需要家２０においてヒートポンプ式の給湯機が存在している場合、電力の余
剰分は給湯機に吸収させることが可能である。
【符号の説明】
【００５５】
　１０　管理装置
　２０　需要家
　２２　計測装置
　３１　負荷装置
　３２　発電装置
　３３　蓄電装置
　２００　需要家（負荷装置を備える）
　２０１　需要家（負荷装置と発電装置を備える）
　２０２　需要家（負荷装置と蓄電装置を備える）
　２０３　需要家（負荷装置と発電装置と蓄電装置を備える）
　３２１　太陽電池
　３２２　パワーコンディショナ
　３３１　蓄電池
　Ｌ１　第１の電力網
　Ｌ２　第２の電力網
　Ｐ　結節点
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